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要 旨

本稿は，ナチス政権下で活躍し「レンテンマルクの奇跡」で知られる「財政の魔術師」とい
われたシャハト（H. Schacht）に焦点を当ててみた。彼の経済理念とその政策手腕は高く評価
され，戦間期の二度にわたる経済的困難を救ってきた。彼は経済相としてヒトラーを支え，新
計画（1934年）で貿易の国家統制を完成させた。本稿では，このシャハトの政策理念を探りナ
チスの世界観をのぞいてみる。そしてナチスの世界観を通してドイツの通商政策を振り返りた
い。ナチスの世界観は，リベラリズムとマルキシズムに対立した有機的経済を主幹とするもの
であった。特にシャハトの政策理念がナチスの経済政策及び対外通商政策にどのように反映さ
れていたかという点に関心は注がれる。ナチスドイツは国防とアウタルキーを標榜する第二次
4カ年計画により準戦時体制に入り，必然かそれとも偶然か，シャハトの大臣職罷免とともに
ドイツ経済は暗転しナチスドイツの運命は大きく変わることとなった。
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1．は じ め に

第二次世界大戦の開戦直前に出版され，国
民主義経済とは如何なるものかをドイツ全国
民に問い訴えかけたヒャルマール・シャハト
（Hjalmar Schacht）の著書『防共ナチスの經濟
政策』（1939年）の翻訳者である影山哲夫氏は，
当時ドイツ経済のどん底から救い再建したシャ
ハトの手腕を絶賛して訳者序文の中で次のよう
に述べている。「1922～23年，ドイツが狂暴と
もいえるインフレーションの嵐に吹き捲くら

れ，ドイツの全国民が祖先伝来の貯蓄を烏有に
帰せしめ，何をなすべきかも判らず絶望の底に
沈淪していたとき，ドイツ経済を正規の軌道に
戻したのは誰であったか。1932～33年，ドイ
ツ社会主義政府が15年間を要して遂にドイツ
の政治，経済，文化を壊滅の危機に瀕せしめ，
600万人の失業者を街頭に投げ出した後を引受
けて，今日のドイツの経済力を建設したのは誰
であったか。ドイツの最近の歴史における二大
経済国難を救った者はヒャルマール・シャハト
（博士）であった」1）と。
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本稿は，当時シュトレーゼマン首相の下では
ライヒスバンク総裁を務めていた際に超インフ
レを沈静化させ，その後ヒトラー政権下では経
済相に就任し失業問題を解決した，ヒトラーが
絶大なる信頼を寄せていたシャハトに焦点を当
ててみた。上述のようにシャハトは，戦間期に
おける二度にわたる経済的困難を救った奇跡的
ともいえる大業をなした人物で，彼の経済理念
はナチス政府の諸政策に多分に反映され「財政
の魔術師」として，特に経済政策面でヒトラー
政権を支えてきたことで知られている。
そこで本稿では，彼の考えを通じてナチスの

世界観をのぞいてみる。そしてナチスの世界観
が経済政策，とりわけドイツの通商政策にどの
ように反映されていたのかという点に注視しな
がら，ナチスの世界観を通してナチスドイツの
通商政策を振り返ってみる。以下第2節は，ナ
チスの世界観の考察に充てている。第一にシャ
ハトの経済政策理念とはどのようなものである
のか，そして彼の理念が対外政策にどのように
反映されていたのかを探る。第二にナチスの経
済的基礎観念とナチスの世界観の主幹をなす有
機的経済の概念について考察する。第3節で
は，これまで考察してきたナチスの世界観を踏
まえたうえで，ナチスドイツの通商政策の諸政
策を実施するに至った経緯とその特徴について
振り返り，通商政策のねらいを探る。なお本稿
では，当時我が国においてナチスがどのように
映っていたのか，またどのように捉えられてい

たのかという問題意識と興味深さもあったた
め，1930年代にナチスの経済政策に関して研
究された当時の我が国の文献資料に依るところ
が大きいことを付言しておきたい。

2．ナチスの世界観

⑴ シャハトの経済理念と対外政策
さて，ヒトラー政権下で経済相に就任した

シャハトは，当時どん底の状態にあったドイツ
経済の回復をはかるにあたり，「ドイツの救済
は，個々の綱領の立場の問題でもなく，知性の
問題でもなく節操の問題なのである。永続的法
律保証の回復，公共生活のあらゆる問題におけ
る公明さ，独自の行動をしようとする意志が決
定的なことである。（略）如何なる経済におい
ても，創造する者と強奪する者とが存在する
が，（略）創造する者にとって重大なのは，収
奪ではなくて国民全体に利益をもたらし，外国
に輸出され得る余剰が目的なのである」2）と指
摘している。そして彼は，「手品も，貨幣の印
刷も，それに外国の与える信用も我々を救うも
のではない。国民的政府が実現しなければなら
ぬであろう綱領に基づいている根本思想は，若
干の2～3のものにしか過ぎない」3）として，
節慾と節約と労働の大切さを挙げながら，「そ
れを実現するには性格，自信，信心の外何も要
しない。（略）それには我が国民が永遠の価値
を有するとの信仰が要するのである。借金や物
乞いによって大をなした国民はまだ一つもな
かった。借金や物乞いは人をして卑劣にし，議
論する能力をなくし，団結する能力をなくする
ものである」4）と。このようにシャハトは，ド
イツの国全体（＝全国民）の利益を優先し，そ
のための輸出余剰を生み出すために労働と勤勉

1）H.シャハト著／影山哲夫譯『防共ナチスの經濟政
策』刀江書院，1939年，5～6頁。影山氏はシャハ
トについて，勇敢な言動を讃えながら次のように述
べている。「シャハト博士が当時，時の政府に全面的
に反対し，借金経済の危機を説き，経済界，財界指
導者の非国民的行動を指摘して反省を求め，時の指
導理論マルクス主義的言論に対して身を挺して反抗
した，あの勇気と愛国心とをもつ経済政策家が今日
の日本には必要である」（同上，8頁）と。さらに影
山氏によれば，シャハトは，会話や談判の際に好ん
で商人風を気取る癖があるという。その商人的行動
とは，彼にあっては損得勘定のみを眼中においてい
るのではなく，道徳的・政治的態度を基準とした行
動であるという。同上，9頁参照。

2）シャハト「過渡期に於けるドイツ經濟政策の發展」
（H.シャハト・E.ワーゲマン著／中屋則義譯『ナチ
ス戰時經濟講話：戰費と財政政策』八元社，所収），
1940年，179頁。
3）同上，180頁。
4）同上，180頁。
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さの必要を国民に説いた。
またシャハトは，当時の政府組織に対して行

動しようという気持の欠如を指摘し，「この世
の至る所でいつもただ，何処かから助け船が
やって来ないかと，きょろきょろ探し求めるこ
とこそ，なげかわしい。自己自らを助けること
を知らないものは，他の人からも助けられるこ
とはないのである。自らの創意を発展せしめる
時にのみ，我々は助け舟を見出すであろう」5）

と述べている。彼は自らの考えを行動をもって
示した行動力のある人物であったことをうかが
わせている。そしてこれからドイツ経済の再建
に向けて経済相としての責任を背負って，「私
は，内に国民的後楯の欠けている政府である
時，演壇に立って外国に挑戦するということが
どういうことであるかを自分の肉体に銘記せね
ばならなかったのである。結束せる国民的後楯
によってのみ自由と労働とが取り戻されうるの
である。かかるが故に，ドイツを風靡せる国民
的嵐が，自我の主張及び経済の成功への道が再
び開かれるまで，衰弱しないことを衷心やくる
が如くに渇望するものである」6）と，国民主義
経済を標榜する真の国民的政府の確立を目指す
彼の思いと戒心の念が読み取れる。国家の利益
すなわち公益が優先されるが，それはドイツ国
民の後楯があってこそはじめて達成し得るもの
であることを彼は強調している。
この点に関して，シャハトは前述の著書（『防

共ナチスの經濟政策』）において別の言葉で言
及している。第一次パーペン内閣（1932年6
月～12月）成立時に発布された緊急令につい
て，彼は，「この政府が，過去の軽率な財政政
策や経済的・社会的誤謬経済の結果，発布を余
儀なくされた6月緊急令こそは，過去数十年間
の拙劣この上もない全政策の総決算であった。
すなわち，これらの政策こそは戦敗国としての
ドイツの運命に，ついに忍従と我慢と断念以上

の何ものをももたらし得なかった」7）と，これ
までの政権が如何にずさんな諸政策を実施して
きたかを指摘している。さらに「民族は断念に
よってその生存権を獲得し，擁護することは絶
対に出来ない。民族は没落を欲しないならば，
強烈なる生存意識を発揮しなければならない。
（略）それは只，国

�

民
�

的
�

自
�

尊
�

という地盤に立って
のみ立派な効果を現しうるものである。民族が，
自己の能力と努力とを高価なるものと感じ，自
己の文化の価値を他のすべてのものよりも高く
置く時にのみ，この民族は国際的，平和的，文
化的恊働に貢献し得るのである」8）（傍点は筆
者）と民族意識の重要性に言及している。
このようにシャハトは，ドイツの経済危機

（彼は経済恐慌と呼んでいる）を克服し得る唯一
の原則は国

�

民
�

的
�

自
�

尊
�

であるとしている。つまり，
自己の腕によってこの状態を変革しようとする
不屈の意思を持つ国

�

民
�

的
�

自
�

尊
�

のみがドイツ経済
の危機を克服し得るのであって，ドイツ経済の
再興はこのような国民的意思が反映される政府
の出現にかかっているという。言い換えれば，
マルクス主義に影響された国家の官僚制度がド
イツ経済界に害悪を及ぼした点を指摘しつつ，
こうしたことがこれらの害悪に加担した経済界
の指導的な立場にある企業家たちに適当な時機
に認識されなかったために，ドイツ経済は壊滅
的な危機に瀕したのだと彼は指摘している。9）

そして，新しい経済政策の実施に向けて国民力

5）同上，178頁。
6）同上，180～181頁。

7）H.シャハト著／影山哲夫譯（1939年），前掲，17頁。
8）同上，18～19頁。
9）同上，20～21頁参照。シャハトは，「したがって，
ドイツの企業家は彼らがマルクス主義的組織をもっ
て政府と恊働し得ると信じて犯した重大な罪を免れ
ることはできない。過去の政府によって行われた苛
欺誅求に対して，経済界がなしたところの抗議は，
ほんの一時的な解決を見たに過ぎなかった」（同，21
頁）ことを指摘している。さらに権力者に対して個
人的に好都合な関係にあるという安逸さが，経済を
壊滅させるに違いない制度に対して反発し得なかっ
たという企業家の責任の重大さを痛烈に批判してい
る。また経済の成果を顧慮することなく，その要求
を政治的手段で貫徹しようとするマルクス主義的労
働組合組織のあり方についても批判している。シャ
ハト，前掲，179頁参照。

ナチスドイツの対外通商政策再考

―11―



こそが効果的な経済指導となり，民族がその国
民的生活欲を全体的に意識し，それを完成しよ
うと志す時にはじめて，その民族の経済は生存
し得るのであるとシャハトはいう。10）

他方，対外政策について，シャハトはユニー
クなバランス感覚を持ち備えている。彼は，周
辺の経済強国に対しドイツの経済は競争者でも
あるが同時に顧客でもあることを認識してもら
い，一民族が長期にわたって購入する以上に売
り渡し得ると考えるのは大きな誤解であるとし
ている。シャハトは，支配的地位を獲得したが
ゆえに自らの農業的基礎を失い，そのことが支
配的地位を失う結果になった古代ローマ帝国の
貢賦政策の結末を例に挙げて，「ドイツは，如
何なる場合でも農業経済的基盤を失ってはなら
ない。農業生産の問題は，個々の農民にとって
は収益の問題であるが，民族全体にとっては費
用の如何を超越した国民的生命線である」11）と
して，「民族自決は食糧の自給自足から」とい
うナチス政府の標語どおり農業生産の重要性を
説いている。
1934年に発表された「新計画」（いわゆるド
イツの「ニュー・ディール」）の採用について，
シャハトはその目的を次のように述べている。
「新計画の目的は，輸入目的のために使用され
る外国為替の量を減少した輸出貿易によって獲
得し得る外国為替の量に適合させることで外国
人に対するドイツの債務の増加を阻止すること
にあった」12）と。そして「こうした措置が，ド
イツと他国との通商関係を複雑化させることが
分かっていたために，その採用を決定するにあ
たって衷心すこぶる不快の念を禁じ得なかっ
た。しかしながら，不可欠の必要品輸入のため
にはある最小限度の外国為替が絶対に必要であ
り，しかも我々の獲得する外国為替の量は漸次

減少しつつあったため，ほかに如何なる術も
なかったのである」13）と彼の胸の内を語ってい
る。
シャハトは，当時ドイツが貿易バランスを改

善したという事実が新計画遂行の成功を証明し
ているという。ドイツは，貿易バランスを改善
するために輸入を従前の水準に抑制しつつ輸出
の増大に努力した。確かに，当時ドイツでは国
内消費が漸次増大しつつあったことも手伝って
かドイツ以上に海外から食糧及び原料を購入し
ている国はなかった。したがって関税やその他
輸入障壁などの貿易措置による利益を求めてお
らず，むしろドイツが必要とする外国為替を獲
得するために諸外国がドイツ製品を買ってくれ
ることを望んでいたのである。獲得した外国為
替は退蔵する訳ではなく外国商品の購入に充て
ていた。一般的に自国の輸出を促進させようと
はするが，同程度に輸入も促進しようとする国
は極めて少ないであろうとシャハトは指摘す
る。つまり輸入促進こそが国際貿易改善の絶対
必要条件であるといい，それをドイツ以上に希
求している国はほかにないであろう14）と，ナ
チス政府の輸

�

入
�

先
�

行
�

型
�

の貿易政策の特徴を裏付
ける彼の言葉である。
さらに，ドイツは国際貿易から利益を享受す

ることを十分理解しており，いわば国際貿易の

10）H.シャハト著／影山哲夫譯（1939年），前掲，22
～23頁。

11）同上，91～93頁参照。シャハトは，貢賦について，
征服者は被征服者からの物品貢納を受ける結果，
却って自国の産業力や農業力を不具にすることをロ
ーマ帝国の歴史から学ぶことができるとしている。

12）H.シャハト著／阿部泰夫譯『ドイツの政治と經濟』
慶應書房，1940年，244頁。新計画の採用には，ド
イツが心に描いたもう一つの目的があったという。
それは，「各国と我が国との間の商取引をよりいっそ
う満足な基礎の上に築き上げることである。多くの
取引が商品交換及び支払い方法に関する複雑な双務
協定によって規制されているのは，多数の国々がド
イツ商社に対する自国民の請求権（商取引及び資本
取引より生じるものを含む）を清算方法によって弁
済させることが適策であると考えたことであり，決
して我々の過失ではない」（同上，245頁）と弁明し
ている。そしてシャハトは，「我々は如何なる場合に
も我々の義務をできる限り履行しようとしたこと，
そして義務を履行しようとするために何らの強制を
も必要としなかったことを強調しておきたい」（同
上，245頁）と付言している。

13）同上，244～245頁。
14）同上，246～247頁参照。
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弁護者であるとシャハトはいう。15）しかし，気
まぐれで無くてもよい通貨政策の諸措置によっ
て世界経済が永続的な正常状態に回復できると
は思っておらず，したがってライヒスマルクの
切下げが国際貿易の改善に何らかの貢献をなし
得るとは信じておらず，国際貿易を通貨政策に
よって改善することはまったく不可能である
と。当時各国の間で通貨切下げがはびこってい
るが，それは現状を改善するというよりも，た
だ単に新しい困難を惹き起こすに留まったし，
価値を切下げられた通貨は動揺を繰り返し，そ
のため世界市場はいっそう不安定になるだけで
あると指摘している。シャハトの言葉から，当
時のナチス政府がマルクの切下げを頑に行わな
かった理由，したがってまた輸入先行に走った
経緯が読み取れる。通貨切下げのねらいについ
ては次節で詳しく取り上げる。
他方，輸入原料による軍需品製造について，

シャハトは「ドイツの輸入は武器製造の必要に
限られるものであるということをしばしば耳に
するが，我々の軍需政策は単に適度の軍備を整
えて過去の立ち遅れを取り戻すことのみを目的
としていることは事実であるが，軍需工場にお
いて使用されるのは輸入原料の比較的小部分に
限られており，その大部分は国内消費向けもし
くは輸出製品の製造に充てられていることを
はっきりと了解していただかねばならない」16）

と述べ，彼は各国の誤解を何とかして解こうと
していた。
シャハトが指摘しているように，ドイツの国

土は食糧及び原料を充分産出し得ないため，ド

イツ産業を振興し国民に必需品を提供するため
に外国産の物資に依存せざるを得ない状況が続
いていた。彼はいう，「ドイツは反対給付を与
えることなしに何物をも求めているのではな
い」17）と。ドイツはナチス流で生産した優秀な
製品を相変わらず世に供給し続けていた。
また今日，各国で経済的アウタルキーの確立

を目指している風潮に対して，シャハトは国内
市場と外国市場との相互依存関係が無視されて
いる傾向にあること，さらに国内市場の景気は
唯一健全な輸出入貿易の援護を受ける場合にの
み永続し得るものである点を指摘している。18）

そして最近盛んに用いられているアウタルキー
という言葉は誤りであり，一面的であるという。
なぜなら，一国の国民経済が世界経済への順応
度が高ければ外国の景気に影響され，国民経済
に危険をもたらすおそれがあり，逆にアウタル
キー状態は各国間の経済状態の差異を拡大し，
ひいては文化的・政治的危険を巻き起しかねな
いからだという。19）それゆえ「経済的アウタル
キーは理想ではなく，したがってドイツ国民経
済の目的ではあり得ないとしている。しかしな
がら，諸外国がドイツの膏血を絞ろうとの意思
を固執すれば，その顧客を失うばかりでなく，

15）同上，248頁。
16）同上，247頁。フィッシャーによれば，「確かにシャ
ハトは，彼の能力を経済の回復だけにではなく，再
軍備のためにも用立てるつもりであったが，それと
いうのも，彼が再軍備を世界におけるドイツの地位
を強化するために必要だと考えていたからであっ
て，攻撃戦争を準備するために必要だと考えたから
ではなかった」（W.フィッシャー著／加藤栄一訳
『ヴァイマルからナチズムへ：ドイツの経済と政治
1918～1945』みすず書房，1982年，90頁），とシャ
ハトを擁護している。

17）H.シャハト著／阿部泰夫譯（1940年），前掲，247
頁。

18）同上，240頁。アルトゥール博士は，「ナチスのア
ウタルキー及び外国貿易に対する態度は教義によっ
ては決せず，国民全体の福利に基づいて決定するも
のである」（東亞經濟調査局編『ナチスの經濟政策』
（經濟資料通巻第195），1935年，117頁）としてい
る。またフェーダーも「アウタルキーをもって世界
経済から意識的に隔離するために説くのではなく，
むしろ自国生産物が国外生産物より重要であり国内
経済的事業ができるだけ発展させる意味で，国内市
場が国外市場より重要であることを説くのであって，
決して無選択に世界市場から離れようとするもので
はない」（同上，18～19頁）と述べている。すなわち，
ナチスの自給自足的貿易政策は国民的幸福を優先す
る点に特徴を見出すことができ，この国民的幸福を
再農化によって実現しようとするものである。だが，
いずれにしてもナチスの貿易政策は自給自足への色
彩が強く，封鎖経済へのイメージは払拭できない。

19）H.シャハト著／影山哲夫譯（1939年），前掲，85
頁。
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ライ麦，小麦，えん麦，馬鈴薯，砂糖，
肉類，注2）牛乳，ホップ ………………………… 98～100
ベーコン，新鮮な淡水魚，野菜 ……………… 90～97

豚肉，果実 ……………………………………… 80～90
鳥類，卵，木材 ………………………………… 70～79

海産魚 …………………………………………… 60～70
脂肪類総計，注3）皮革類 ………………………… 50～59

豆類 ……………………………………………… 40～49
煙草 ……………………………………………… 20～30

亜麻，タンニン ………………………………… 10～19
羊毛 ……………………………………………… 5～9

油種，油粕，野菜油 …………………………… 1～4

図1 ドイツにおける食糧自給自足の割合（1924～1932年）

（出所）東亞經濟調査局編『ナチスの經濟政策』（經濟資料通巻第195），1935年，134～135
頁より作成。

表1 食糧品及び農業原料品注1）の総国内消費に対する
国内生産の割合（1934年）

（単位：％）

注1）輸入飼料による生産は差し引く。
2）豚肉を除く。
3）マーガリン，ラードを含む。

（出所）C. W.ギルボード著／世界經濟調査會譯『ナチス獨
逸の經濟建設』世界經濟調査會，1944年，99頁。
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ドイツに貸したお金をも失うであろうことを知
らしめる教育的手段ともなり得る」20）と警告
し，またシャハトが経済相在任中のドイツ経済
の動きについてはアウタルキーに向かって進ま
ざるを得なかった当時のドイツ経済の現状を弁
明している。アウタルキー政策は第二次4カ年
計画（1936年9月発表）によって本格化した。
そのときシャハトは経済政策の担当から外され
た。後述するように，ナチスの政策は「血」と
「土地」の回復を究極の目標とする国防経済の
完成であった。国
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防
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済
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を標榜する

この計画よりドイツは準
�

戦
�

時
�

体
�

制
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に入り，ナチ
スドイツの運命を変える大きな転機を迎えるこ
ととなる。
上述したように，ドイツは国民的生命線であ

る農業生産を重要視し，後述する体系的な方法
によって基礎的食糧の増加に全力で努力を費や
している。シャハトは，こうしたドイツのやり
方がアウタルキーの確立を目指しているもので
あると主張している批評家に対して，「保護関
税立法を撤回してドイツ製品のために十分な市
場を提供してくれるならば，我々が必要とする
食糧及び原料の輸入に対してドイツ製品の輸出
によって代価を支払うことで，現在より容易に
これらを取得し得ることになろう。しかし諸国
が関税を撤廃し市場を提供しない限り，我々は
現在の政策を固守し，バーター協定の下で我々
の製品を購入してくれる市場だけと取引する以
外ないこととなる。ドイツの輸出製品貿易に対
して課せられた諸措置による障害は，必然的に
ドイツの通商政策のあり方を決定し，このこと
がひいては世界貿易に反作用として影響を及ぼ

20）同上，93～94頁参照。さらにシャハトは，「人は彼
が買う以上には売り得ない」という命題を引用しな
がら，ある国が外国貿易で一時的に出超もしくは入
超が生じている場合，この命題と一見矛盾している
ようにみえるが，実はそれは単に国際的信用関係が
事態を隠蔽し，これを一時的に遷延させているに過
ぎないため，何ら矛盾するものではないとしてい
る。同上，85～86頁参照。そして彼は，対外貿易の
均衡を得るための手段として輸出促進を断念し，
もっぱら輸入抑制によって均衡をはかろうとしたの
である。東亞經濟調査局編（1935年），前掲，126～
127頁参照。

図2 ドイツの軍事支出の推移（1932～1940年）

（出所）W.フィッシャー著／加藤栄一訳『ヴァイマルからナチズムへ：ドイツの経済と政治1918～1945』
みすず書房，1982年，158頁，表4より作成。ちなみにドイツの財政支出に占める国防費の割合
は，1929年：3％，1932年：4％，1935年：16％，1938年：43％。同，155頁。
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すことになるが，こうした結果に対する責任が
ドイツにあると考えるのは誤りである」21）と苦
言を呈している。
さらにシャハトは，大英帝国とフランスと

いった強国はほとんど自給経済的単位を構成し
ており，最も重要な原料及び食糧といった資源
はこれら諸国に従属する地域に集中しているこ
と，そしてこのようにこれら諸国が好条件に恵
まれている点を指摘して，「ドイツのみは今な
お自己の植民地を領有していない唯一の強国で
ある」22）とドイツの領土不足の問題，すなわち
植民地問題に言及している。
このように，ナチス政府が通商政策の特徴の

中核をなす清算制度に基づくバーター取引の採
用に至った経緯と制度の正当性，さらに是非は
ともかくとして近い将来においてナチス政府に
よって展開される領土拡大に走った理由をシャ
ハトの見解からうかがい知ることができる。

⑵ ナチスの経済観念と有機的経済
ここでは，ナチス政府の特殊な経済政策を把

握するためにドイツ資本主義の基本的理解に充
てたい。そこでナチス政府成立後に同政府がド
イツ経済政策の重要事項に関して発布した法令
に基づいて，ナチスドイツにおける政治，経済，
国家の諸関係を分析してまとめられた資料（東
亞經濟調査局編『ナチスの經濟政策』（經濟資
料通巻第195）東亞經濟調査局，1935年）を中
心に検討することにする。
さてヒトラーによると，一国民の攻防はその

経済綱領の善悪によるものではなく，その国民
のもつ世界観の強弱に関連するものであり，ブ
ーフコナーによれば，経済とはより高い目的到
達の遂行手段すなわち目的遂行手段の組織であ
るという。23）このことからいえることは，第一
に経済の意義は単なる手段であること，つまり

政治目的を遂行し国家を改造するための手段で
あること。第二に経済生活は道徳的に結合され
た精神生活の表現であること。経済は国民の精
神的生活以外の何らの活動でもなく，人間行為
のうち経済生活の範囲内で国民の全生活と離れ
がたく結合されている。第三に経済とは国民協
同体に対する奉仕であること。つまりシュリッ
ターの言葉を借りれば，経済は国家建設に際
し，国民全体に対する奉仕のために指導者指導
の下に従属する国民協同体構成員の統一された
意思であり行為であるということになる。24）

以上のことから，「ナチスの観念する経済と
は，独立に存在しているものではなく，孤立的
に観察され統制され得ないもの，経済はむしろ
ナチスの国家観，世界観と有機的に結合された
もの」25）として捉えることができる。換言すれ
ば，ナチスの世界観を理解することではじめて
ナチス流の経済理論すなわち有機的経済システ
ムを把握することができるといえる。
ナチスの世界観は，彼らによれば，リベラリ

ズムの国家及び社会経済をすべて一個人に還元
し，事物の基準を個人の中に見据えた個人主義
とマルキシズムの個人の優れたものを排除しか
つ大衆の数によって置き換えようとする集団主
義と鋭く対立するもので，ナチスの世界観は血
と種族への帰還であった。26）したがって彼らの
世界観に従えば，「民族の本質は「血」と「土
地」ということになる。すなわちナチスにとっ
ては，土地は商品でもなく単なる生産的要素で
もなくて，宇宙の一部であり国民全体の生存前
提物である。（略）よって，農民は単なる身分
ではなく経済的生存一般の前提であり民族更新
の源泉である」27）としている。

21）H.シャハト著／阿部泰夫譯（1940年），前掲，250
頁。

22）同上，251頁。
23）東亞經濟調査局編（1935年），前掲，18～19頁参照。

24）同上，19頁。
25）同上，19頁。
26）同上，20～21頁参照。
27）同上，20～21頁。したがって農民は国民力の根源
であり，国家建設の礎石であり，農民魂は国民魂で
あり，農民を強化すれば国民全体も強化することに
なるという訳である。同上，21頁。ナチスの農業政
策については，同上，74～101頁を参照されたい。
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ところでナチスの世界観を基礎とする国民社
会主義は，経済思想上，国民全体及び国家に組
織された哲学的思考を有しているロマン主義的
国民経済学と合致するといわれており，そのロ
マン派の経済制度は次の2点に基づいている。28）

すなわち，第一に社会的，経済的生活において
は非個人主義の立場にあり，個人はそれ自らと
しては何物にも値せず，したがって個人は国家
及び国民の一員としてのみ有用である。第二に
経済の有機的構成員を国家の中に解消させるこ
と，つまり経済は国家に従属させられる。
ナチスの国民社会主義とロマン派は，個人主

義と自由主義の反対の立場にあり経済の観察に
文化的道徳的価値を導入している点で共通して
いるが，反面，ロマン派が中世への復帰によっ
て幸福を見出そうとしているのに対して，国民
社会主義は過去から受継いだ意義深い現在の姿
を将来にまで維持・踏襲させていこうとする点
に違いがみられる。このことからナチズムは，
ロマン派に影響を受けたフリードリッヒ・リス
トの思想に相通じるものがあるといわれてい
る。29）周知のようにリストは，関税同盟の設立
並みに統一的な鉄道制度への参画によって経済
の国民的統一化に尽力したことはいうまでもな
い。

こうしてナチスの世界観は，リベラリズムの
個人主義とマルキシズムの集団主義とは異な
り，血と土地による民族的結合を標榜し，“公
益は私益に先んず”の標語に従い，指導者原則
の是認にあり，経済的行為は最終的にはこのナ
チスの世界観によって解決されることになる。30）

ヒトラーの演説によれば，「経済は国家に従
属すべきものであり，経済は国家内における国
家として考察されることは許されるべきではな
く，それは国民協同体内における奉仕的分子と
して結合されるべきであり，政治は国家の権力
と武力によって担当される一種の宿命である
が，経済はそうではないのである。（略）すな
わち，今日のドイツにおいて経
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を有しており，したがっ
てあらゆる経済の終極目的は経済の見地を離れ
て遠く政治の世界に存するのである。これに
よって解決されるべき経済の目標とは，政治権
力，政治的自由，文化的発展，福祉及び民族の
成長である」31）（傍点は筆者）。これら生活上の
目的に国民を指導してゆくのが国家政治という
訳である。
このようにナチスは，経済をリベラリズムの

ように自己法則によって発展する自然法とはみ
ないで，むしろ経済の自立性を否定しようとす
るものであることが分かり，人間の自由な意思
決定により構成された文化的制度とみなしてい
るのである。したがって経済の新構成には，国
家の意思すなわち国家担当者の意思が存在する
ものと考え，国家権力こそがナチスの新経済政

28）同上，21頁参照。
29）同上，22頁参照。リストにとっては，国民経済は
実際の政治経済にほかならず，国民の経済政策的思
想を考慮の中心に据えて，市場における交換過程の
理論に彼の生産力概念を対立させている。つまり彼
にとっては，生産力と労働能力とを長期にわたって
維持することは直接得られる利潤よりも本質的に重
要であった。こうしてリストは，私的な経済利潤よ
りも長期にわたる公的な国民経済生産力の発展に向
けて国民経済政策の樹立をはかったのである。第二
次4カ年計画の目玉のひとつであったナチスのアウ
タルキー思想はこうしたリストの思想に影響されて
いるといわれている。同上，22頁参照。しかし，こ
のアウタルキー政策は，皮肉なことに資源の乏しい
ドイツにコスト高として財政を次第に圧迫するよう
になり，この頃から下降線を辿る転機となったので
ある。第二次4カ年計画については，C. W.ギルボー
ド著／世界經濟調査會譯『ナチス獨逸の經濟建設』世
界經濟調査會，1944年，第三章（103～155頁）を参
照されたい。

30）東亞經濟調査局編（1935年），前掲，26頁参照。
31）同上，23頁。ヒトラーは演説（1933年3月21～23
日）の中で，次のように述べている。「国民は経済の
ために生きるものではなく，経済は資本のために存
するものではなく，むしろ資本は経済のために，経
済は国民のために奉仕するものである。」そしてま
た，「我々はここに再び国民の生活闘争を組織し，指
導するために政治が優位であることを宣明しようと
欲するものである」（同上，23頁）と。フェーダーは，
「国家は自ら経済をなすべきでなく，国家はその規準
であり統制でなければならない。国は全経済のより
高い意味の指導者であるべきだ」（同上，24頁）と述
べている。

ナチスドイツの対外通商政策再考

―17―



策の前提をなしているのである。32）そして経済
を国家の中に解消させることが有機的経済の目
的であり，この目的を達成するために，第一に
人間の思想及び全精神的態度が変化した後でな
ければ，如何なる組織的な施設等の変化も有効
に運用されないため，経済的精神及び経済倫理
を変化させ共同精神の喚起及び全体に対する責
任意識の強化をはかること（これは，一切の改
造の根底である）。第二に有機的な組織をなす
こと。これは，新しい組織はプログラムに従っ
て各種職業専門家によって徐々に有機的に発展
させられねばならないので，そのための重要な
組織として新しい有機的秩序の要求に対して経
済組織を調和させること，そのためにリベラリ
ズムの経済思想及び階級闘争思想を排除してナ
チスの協同体思想に変えること，そしてあらゆ
る経済組織及び経済諸団体をはじめ一切の政治
的諸団体に対しても統一的な意思構成を確保す
ることであるという。33）第三に土地及び自然労
働力の堅実化をはかること。つまり，国権力は
国民の自給自足力に強く依存するため，農業を
保護することにある。すなわち，ナチスの世界
観に従って農民層を維持強化しドイツ国民を土
地に根付かせ，その農産物の生産を助長させる
ことは，農民層に利するだけでなくドイツ国民
全般をも利すると考えているのである。34）ナチ
スの世界観に基づく農民層の保護は，こうした
理由にほかならない。
こうしてドイツの経済政策の方策は，これま

で考察してきたナチスの経済理念と経済の実際
的要求との間の調和を見出すことにあるといえ
る。理論的に完成されていないとはいえ，それ
は実行によって証明された。経済は自由であり
ながらも，国政上，束縛されている。例えば経
済が多少なりとも全体の福利を害するような場
合が生じたとき，国家は如何なるときでも警察
的，行政的，財政的干渉を行うことができるの

である。当時ドイツの経済政策には，失業の除
去という身近な目的と国民社会主義の確立とい
う終局的な目的があった。35）

前述した“公益は私益に先んず”については，
これはナチスの有機的経済における指導的標語
であり，ナチス流の経済考察の至上命令である
という。36）そしてこのことは，ナチスの経済的
観念を反映したものにほかならない。国民経済
の使命は欲求の充足にあり，フェーダーによれ
ば，「経済は幸福のための国民に対する奉仕で
ある。したがって経済上のすべての問題は，第
一に国民経済的見地から検討されねばならない
ため，何をおいても全国民のために役立つか否
かを考えるべきであり，経済は個人に対する単
なる貨幣的利潤目的ではなく，全体に対する利
益を目的とし，利潤の大小より欲求充足を果た
すことにある」37）と。リベラリズムの経済観が
経済の背後に国民大衆が存在することを忘れ，
その法則を自然法とみなして人間との関係を忘
れているのに対して，ナチスの経済観は人間と
経済は不可分離なものとみなし，経済を単なる
交換もしくは価格現象とはみず，国民全体の相
互依存関係とみている点で異なっていることが
分かる。例えば，合理化の過程においても機械

32）同上，24頁。
33）同上，25頁。

34）同上，25頁。農業政策において，ナチスは資本主
義的市場の絡み合いから農業を切り離すことを目標
としていた。つまり，当時ドイツ全人口の3分の1
以上を占めるほどの農業部門を資本主義経済から引
き離そうというのである。これは，ヒルファディン
グによると，工業部門の独占資本主義の方法と組織
形態を農業分野にも適用すること，すなわち工業の
シンジケートとカルテル体制を農業に移すというこ
とである。そして，彼は，「食糧生産階級としての農
業の組織化とは，このようなシンジケートの創設で
あり，国家強制による独占的価格政策の創設にほか
ならず」，したがって「資本主義的市場の絡み合いか
ら農業を解き放つということは，必要生活手段の市
場から多数の消費者を押し退けることにほかならな
い」として，消費者を犠牲とする生産者独占である
とナチスの農業政策の特徴を指摘している。R.ヒル
ファディング／倉田稔編訳『ナチス経済の構造分析』
新評論，1992年，47～50頁参照。

35）東亞經濟調査局編（1935年），前掲，27頁。
36）同上，26頁。
37）同上，28頁。
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や資本についてはかるのではなく人間本意で行
われるべきであるという訳で，ナチスドイツに
おいては機械は人間のためにあり，従来のよう
な人間が機械のために存在することはあり得な
いのである。38）

3．1930年代のナチスドイツ通商政策の
特徴とそのねらい

⑴ ナチス新計画（1934年）と貿易の国家
統制

ここでは，前節でみてきたシャハトの経済理
念，したがってそれが少なからず反映されたナ
チス政府の世界観を踏まえて，1930年代におけ
る欧米の体系的分析で名高いアーント（Arndt,
H. W.）の見解に依拠しながらナチスドイツの
通商政策を振り返ってみたい。39）

さて，1931年に始まった欧州金融危機に
よってドイツ政府は資本逃避の危険に直面し
た。金及び外貨準備不足を克服する手段として

は2つ考えられた。一つは金本位制を停止して
資本輸出の統制をはかる為替管理の実施であ
り，いま一つは清算制度の導入であった。ドイ
ツはその両方の方法を採用・施行することで外
貨不足に対処した。
1930年代初頭当時，マルクは過高評価にあ
り，ドイツの貿易収支は入超状況にあったた
め，ライヒスバンクの金及び外貨準備残高は，
さらに減少していた。しかも資本の海外流出が
続いたため，ドイツ政府は為替管理機能を拡大
し，1931年11月に為替割当制度を導入した。
当時マルク切下げを拒んでいたドイツ政府は，
一方でマルクの過高評価によって不利益を蒙る
輸出業者に対して，いわば隠
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た
�

マ
�

ル
�

ク
�

切
�

下
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げ
�

と同じ効果の輸出補償を行った。当初資本逃避
の緊急避難的措置とみなされていた為替管理制
度は，他方で外貨割当ての権限を通じて次第に
輸入業者及びその関連業者を統制し，国家によ
る国内経済統制の役割を担うようになり，ナチ
ス通商政策の恒久的措置に変わっていったので
ある。40）

1933年1月，ヒトラーの率いるナチス政府成
立後，ドイツ経済は回復したものの国内の物価
上昇とドル切下げなどによって輸出は低迷し，
さらに原材料価格の高騰により交易条件は不利
化していた。しかしナチス政府は，マルク切下
げによって世界経済への再編入の道を選ばず，
為替管理という手段による経済的孤立化の道を
選んだのである。ナチス政府は，やがて直接的
な貿易の国家統制を完成させることになるが，
ところが翌年から為替管理制度は揺らぎ始めて
いた。つまりライヒスバンクの外貨受取額に基
づかれた日毎の配分に変わっていったため，為
替割当制度が導入された当初の70％から50％
へ減じられていた輸入業者に対する外国為替の
割当比率は，50％から5％へ減じられ，外貨供

38）同上，29頁。したがって経済の地盤は計算にあら
ず正義にありという訳で，経済的関係は道徳正義の
観念によって決定され，国民生活を支配する同一道
徳性が経済行為を支配し，その血液となるという。
同上。29頁。この点に関して英国の経済学者ギルボ
ードは，「ドイツの経済体制は，経済的厚生が結局は
依存しなければならない人間の価値をどの程度認め
るかに掛かっている。その経済体制の外形をみても，
それは国家の統制や取締りや干渉の複雑化し，錯綜
した網の目を成している。官僚機構は非常に厖大で，
（略）しかも経済事象を統制する官吏の大部分が法律
家であるという事実によって，事態は一層悪化され
ている」と，当時のドイツの経済体制を案じている。
C. W.ギルボード著／世界經濟調査會譯（1944年），
前掲，275頁。さらに彼は，「ドイツにも官僚主義化
の危険を恐れる者もなくはないが，この危険は避け
るよりも認識する方が易しいし著しい危険である」
（同上，276頁）と。
39）筆者は，1930年代の双務主義下において，経済ナ
ショナリズムの進展に伴う保護主義の視点からドイ
ツの通商政策にアプローチしている。拙稿「1930年
代の双務主義と保護主義：戦間期における欧州通商
政策の分断的統合⑶」『国際比較研究』（愛媛大学国
際比較研究会）Vol.6，2010年を参照されたい。本節
の内容は，この拙稿をもとにシャハトの政策観念及
びナチスの世界観に対応させて大幅に筆を加えたも
のである。

40）Arndt, H. B., The Economic Lessons of the Nineteen-
Thirties, Frank Cass & Co. Ltd,1972, pp.180－185（小
沢健二他訳『世界大不況の教訓』東洋経済新報社，
1978年，232～238頁）。
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給額は制限されるようになった。他方，海外輸
出業者への支払いも滞るようになり，商業用未
払い債務が増加した。1934年初頭には食糧輸
入が一般割当制から分離され，特別な規制を受
けることになった。
こうして1934年9月にナチス政府は新計画

（New Plan）を採用し，これまでの一定率の外
貨配分制度に代って，輸入業者は輸入統制局か
ら外国為替証書を受取る仕組みを導入した。こ
のシャハトの新計画によって為替取引の全面的

な統制が導入され，貿易の国家統制が完成し
た。この新計画の目的は2つあった。一つは，
輸入額を外貨供給以下に抑えることであり，輸
入先を清算協定締結国に制限することで国際収
支問題を解決することにあった。もう一つは，
従来の消費財や食糧輸入に代る再軍備のための
原材料輸入を優先する輸入統制に伴う輸入の質
的変更であった。こうして新計画の採用によっ
てドイツにおける貿易の国家統制は完成し，貿
易面でのドイツ政府への全面的従属性をはかる

1933年 1934年
12／31 1／31 2／28 3／31 4／30 5／31 6／30 7／31 8／31 9／29

金及び外国為替保有高
395．6 383．1 340．2 245．2 211．8 135．8 78．8 78．0 78．5 78．9

対前月比較増減
‥ －12．5 －42．9 －95．0 －33．4 －76．0 －57．0 －0．8 ＋0．5 ＋0．5

銀行券流通高
3，645．0 3，458．4 3，494．1 3，674．6 3，640．1 3，635．4 3，776．7 3，768．5 3，823．9 3，918．8
準備率
10．9 11．1 9．7 6．7 5．8 3．7 2．0 2．0 2．0 2．0

表2 ライヒスバンクの金及び外国為替保有高増減
（単位：百万ライヒスマルク）

（出所）東亞經濟調査局編『ナチスの經濟政策』（經濟資料通巻第195），1935年，146頁。

図3 ライヒスバンクの金及び外国為替保有高の推移（1928～1938年）
（単位：百万ライヒスマルク）

（出所）C. W.ギルボード著／世界經濟調査會譯『ナチス獨逸の經濟建設』世界經濟
調査會，1944年，285頁，第10表より作成。
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ことができた。
深刻な外貨不足を克服するためのもう一つの

手段が清算制度である。これは，1933年に導
入された民間求償的な取引内容と同様の機能を
もつバーター取引形態であるアスキ求償制度に
代って1935年に導入された。41）この制度の特徴
は，清算協定を結んだ双方の国に相手国の勘定
を開設する点にある。つまり，輸入業者（債務
者）が相手国の輸出業者（債権者）の勘定に自
国通貨で支払い，他方輸出業者はそれを同様に
自国通貨で受取るという仕組みである。した
がって清算制度は，従来のバーター取引やアス
キ求償取引よりも機能面において優れていた。
しかし同時に，新たな問題も生じてきた。それ
は，未
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である。
そもそもバーター取引が基本的に前提となる制
度であるため，清算協定締結国間の貿易が自動
的に均衡する保証はどこにもない。したがって

両国間の貿易を均衡化させるためには，協定締
結国の両政府による介入と統制が必要となる。
しかし，この清算制度で生じた未決済部分の清
算勘定は，実はこの制度自体が有する利点に
よって貿易国間のいずれか一方に有利に働くメ
カニズムであった。1930年代初頭において，
金もしくは外貨準備不足の状況下にあったドイ
ツや貿易相手国のバルカン諸国にとって，確か
に外国為替の保有を必要としない清算制度は魅
力的な貿易手法であったことは間違いない。し
かし，この制度の真の利点は清算貿易のメカニ
ズムの中に隠されていた。
清算制度では未決済の清算勘定は帳
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げ
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付
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き
�

のままに放置しておく訳にはいかず，清算
勘定を均衡化することが前提とされていた。し
かもその義務は出超国に課せられていたのであ
る。当時，対外貿易が輸出超過にあったドイツ
は，プラスの清算勘定（未決済清算勘定）を輸
入増大によって処理しなければならなかった
し，ドイツ・マルクの過高評価はドイツに有利
に働いた。さらに事態はこれだけでは終らず，
も
�

っ
�

と
�
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�
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�

な
�

帰
�

結
�
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ら
�
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のである。すな
わち，輸入増大を必然的に伴う清算取引の性質
は，外貨準備不足による貿易の縮小化を防ぐ貿
易拡大の誘因となり，清算制度のメリットとみ
なすことができる。42）がしかし，清算制度のデ
メリットでもあった。なぜなら，清算制度は双
務的取引に限定されるという欠点を有してお
り，このことは第一次世界大戦前に英国を中心
として展開された伝統的自由貿易ないしは多角
的貿易の利点の犠牲を意味しているからであ
る。当時，世界各国が輸出（販売）促進に躍起
になっている中で，ドイツだけがひ

�

と
�

り
�

輸
�

入
�

41）いわゆる「アスキ勘定」が海外輸出業者のために
ドイツ銀行内に開設された。これは，外国の輸出業
者がドイツへの商品販売によるアスキ・マルクの受
取額とドイツからの商品購入によるアスキ・マルク
の支払額を一致させるシステムである。この方法は，
外貨を直接使用しないということから貿易相手国双
方にとって利点があったが，しかし同時にバーター
取引に特有の深刻な問題も生じていた。というのは，
当時のドイツ・マルクの過高評価によってドイツは
輸入超過傾向にあったからである。すなわち，ドイ
ツの貿易相手国である輸出業者と輸入業者との間で，
マルクの過高評価に相応する価格差を補償する操作
が求められたのである。つまり，輸出業者はドイツ
向け輸出商品価格を引上げることでマルクの過高評
価を相殺した。この求償制度は，東欧や南欧諸国と
同様に農産物を輸入する南米諸国との貿易の推進力
ともなっていたが，これら諸国は米国や英国との金
融的かつ貿易的な結びつきが強かったことからドイ
ツの経済的な支配力はバルカン諸国の場合ほど強力
ではなかった。しかしながらこのシステムは，ドイ
ツ国内の消費者の犠牲を伴うこと，そして追加的輸
出に限定されていたこともあって，ドイツ輸出業者
による求償取引への転換の増大とともに取引規制が
困難になったことから，アスキ求償取引制度は次第
に制限され廃止された。清算協定の出現及び発展に
ついては，K.クロイマン「獨逸貿易政策の諸問題：
清算協定の發展」（國際關係研究會編［譯］『獨逸の
對外經濟政策』（國際關係研究叢書第4巻）大東書館
1942年，所収）を参照されたい。

42）例えばドイツの対バルカン諸国貿易において，ル
ーマニアの小麦，ハンガリーのトウモロコシ，ブル
ガリアの酪農製品，ユーゴスラヴィアの豚，ギリ
シャのたばこ等の原料・食糧の積極的な獲得をはか
ろうとしたドイツのねらいと清算取引の性質が合致
したため，当時過高評価のマルクを頑なに切下げよ
うとはしなかったドイツの意図が清算制度から読み
取れる。
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とともに貿易政策において強力な武器となり得
た。この意味でドイツは1930年代における双
務清算貿易の進展に大きく貢献していたといえ
る。43）

また，清算協定は世界貿易に悪影響を及ぼし
ていた点も指摘できる。元来，清算制度は為替
管理下で発生する未決済残高を清算する目的で
設けられたものであるが，清算制度は双務的貿
易を促進し締結国間の輸出競争力の低い国の貿
易水準に均衡化させる傾向があるため，結果的
に世界貿易を縮小させる効果を有しているとも
いえる。さらに，清算協定締結国が第三国に対
して市場を閉鎖することで第三国は輸出を抑え
られ，その輸出品価格を引下げざるを得ないこ
とになり，その結果自国の債務支払いに困難が
生じ，その対策として為替管理や清算協定を余
儀なく締結するという悪循環に陥ってしまい，
そのことがさらなる未決済残高の累積を助長さ
せ，結局締結国間で清算協定がいつまでも残存
する結果となるのである。44）

このようにしてドイツは1930年代中葉に展
開された清算協定の締結により，バルカン諸国
を経済的支配下に置くことに成功したのであ
る。45）とはいってもドイツがバルカン諸国に対
して，いわば「搾取の機会」を完全に行使した
訳ではなかった。以下では，ナチス政府による
貿易統制のねらいについて振り返ってみたい。

結論からいえば，バルカン諸国との貿易を推進
するナチス政府の真のねらいは，戦時における
不測の事態に備えて経済的に依拠し得る後背地
を確保することにあった。つまり，食糧や原材
料を中心とした安価な輸入産品の確保にあるの
ではなく，経済的支配を超えたところにドイツ
の視線は注がれており，したがって「搾取」の
レベルに甘んじている訳にはいかなかったので
ある。46）

⑵ 差別的独占と選択的減価
では，ナチスドイツの貿易政策とはいったい

どのようなものであったのか。当時，ナチス政
府は清算制度の利点が輸出超過国のドイツに働
くことから，頑なに過高評価を維持しマルクを
切下げようとしなかったことは，すでにみてき
たとおりである。しかもドイツにとっては，為
替管理など貿易統制をせずともマルクを切下げ
ることで成し得たのに，わざわざ迂回的ともい
えるような方策を講じて輸出促進をはかってき
た理由は，ナチス政府による戦術的貿易政策自
体にあったのである。例えば，アスキ求償制度
による貿易や1935年以降ドイツ産業が負担し

43）1937年の世界貿易に占める清算協定の割合は12％
で，そのうち約5％がドイツの清算協定で占められ
ていた。ドイツは，これによってこれまでの世界経
済における根本原則から決定的に離反したことにな
る。つまり相互調整に基づく多角的な商品及び資本
取引に取って代わり，それぞれの取引相手国と個別
に締結される為替清算協定を手段とする双務主義が
ここに登場したのである。またこうしたドイツの体
制は，軍備と戦争経済にとって好都合であったこと
はいうまでもない。軍事上必要かつ重要な軍需物資
や原料が優先的に輸入可能となり，しかも貿易相手
国を戦略的かつ政治的観点から選択することができ
るようになったからである。W.フィッシャー著／加
藤栄一訳（1982年），前掲，105～106頁参照。

44）川田侃「第三篇 通商政策」（楊井克巳編『世界経
済論』東京大学出版会，1961年），374～375頁。

45）1932年，自由為替諸国の中でも債権国であるフラ
ンス，スイス，オランダなど若干の主要国との間で
清算協定が結ばれていたが，翌年以降，ドイツはむ
しろ輸入超過が続きドイツの清算勘定においてドイ
ツの輸出では到底相殺できないほどの債務残高が累
積した。例えば，フランスでは清算協定を支払協定
に切り換えたり，ほかの諸国では輸出割当などを適
用してドイツの債務残高減らしを試みたが，バルカ
ン諸国貿易の場合とは異なって貿易拡大の誘因は働
かず，停滞・縮小の途を辿ることになった。逆に，
南米諸国の場合とは違ってバルカン諸国の一次産品
が国際市場における競争力を有していなかったこ
と，そして当時これら諸国に対して英国が経済的支
援を拒んだことなどの背景が存在していたため，ド
イツのバルカン諸国における経済的支配力を強めた
理由でもあるとアーントは指摘している。もっとも，
これら諸国への支配力は経済的側面にとどまらな
かったことはいうまでもない。Arndt, op. cit., p.193
（邦訳，246頁）参照。
46）実際，第二次世界大戦の開戦前の1939年3月，ルー
マニアとの間で結ばれた貿易協定の中にドイツ輸入
の必要に合致させる包括的計画が盛り込まれてい
た。Ibid., pp.194－195（邦訳，248頁）。
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た輸出補助金，バルカン諸国からの輸入に対す
る世界市場価格を上回る価格での支払いといっ
た方策は，すべて事実上のマルク切下げ効果と
なんら代わるものではなかった。つまり，本来
ならば交易条件の有利化をもたらすはずのマル
クの過高評価は，いわば隠れたマルク切下げと
輸出補助金によって賄われ相殺されてきたとい
う訳である。しかしアーントは，そこには実際
のマルク切下げによってもたらされる結果とは
根本的な違いがあると指摘している。彼の見解
によると，ナチスの政策は「マルク切下げが
（略），ある特定市場における販売（したがって
また購入）を可能にするために必要かどうかは
いま問題にしないが，実際に遂行された政策は
一種の選

�

択
�

的
�

減
�

価
�

（selective depreciation），す
なわち輸入したい商品を入手するために必要と
思われる時

�

と
�

場
�

においてのみ輸出商品の価格を
引下げ，輸入価格を引上げる（換言すれば，交
易条件を悪化させる）という政策であった」47）

というのである。つまり，ナチスドイツの対外
貿易政策の骨子は，いわゆる差

�

別
�

的
�

独
�

占
�

（discriminatory monopoly）の施行に基礎を置く
というものにほかならない。48）

こうしてナチス政府のある種の輸入先行型と
もいえる貿易政策の目的が，「差別的独占」を
基盤として「選択的減価」なる政策を通じて，
一方で重要な外国産原料をはじめ消費者の生活
必需品，戦

�

時
�

用
�

備
�

蓄
�

の
�

た
�

め
�

に
�

必
�

要
�

な
�

軍
�

事
�

物
�

資
�

を
�

輸
�

入
�

し
�

，他方で政治的・軍事的圧力によって戦
�

時
�

に
�

備
�

え
�

た
�

従
�

属
�

地
�

域
�

を
�

確
�

保
�

す
�

る
�

必要があったの
である。そして実際に，開戦時までにバルカン

諸国を経済的にも政治的にも事
�

実
�

上
�

の
�

植
�

民
�

地
�

と
�

し
�

て
�

ドイツの支配下に置くことができた。
確かに政

�

治
�

的
�

性
�

質
�

の
�

濃
�

い
�

ドイツの通商政策に
ついて，純粋に経済的評価をすることはむずか
しい。しかし，貿易相手国であるバルカン諸国
や南米諸国からの輸入価格が世界市場価格より
もかなり割高であったことから生じる双務取引
による交易条件の悪化という犠牲のもとで，貿
易額や対外債務の面で我々が想像する以上の経
済的成果を遂げることができた。49）そして，こ
れら双務取引で生じた損失を差別的独占の施行
により補塡し改善することができたのである。
アーントは，以下4つの理由からナチス政府

が差別的独占という手段を用いなければ双務的
清算取引への転換で生じる損失（したがって交
易条件の悪化）はもっと大きかったであろう点
を指摘している。50）第一に，もし差別的独占を
実施しなかったならば，バルカン諸国の政治
的・経済的支配はあり得なかったかも知れない
点。第二に，ナチス政権発足時の1933年時点
におけるドイツの貿易状態特に国際収支状況下
で，自由多角的な貿易によって必要物資の輸入
確保が可能であったかどうか疑わしい点，つま
り，需要の価格弾力性が比較的小さかったドイ
ツ製品を多少のマルク切下げで必要な輸入を賄
うほどの輸出増加が期待できそうになかったこ
と。第三に，ドイツの再軍備計画や景気回復策
にとって必要なナチスの為替管理制度や物価及
び生産統制に不可欠な直接的な輸入統制制度が
国内経済統制の貴重な手段であったこと。第四
に，そしてこのことがナチス政府がマルク切下

47）Ibid., p.196（邦訳，250頁）。
48）アーントは，「ある国の余剰生産物にとって唯一の
輸出先であるという立場，あるいは累積された清算
残高（つまり未決済のマルク残高）という上手い脅
しの使い途，あるいは直接的な政治的圧力などがド
イツを強い立場にさせ，これらの機会が存在しな
かった場合や市場や商品をめぐって他の諸国と競争
しなければならなかった場合に比べて相対的に有利
な価格で必要とする原材料や他の輸入商品を入手す
ることができた」点を指摘している。Ibid., pp.196－
197（邦訳，250頁）。

49）例えば1933年と1938年を比較すると，世界景気
の回復に伴う輸出増加により貿易額が20％以上増大
し，また為替管理による実質利益の取得と外貨切下
げに伴う帳簿上の利益により対外債務が半分ほど減
少した。そして，1934年の新計画の採用によって世
界貿易に占めるドイツの割合は9．05％（1933年）か
ら9．2％（1938年）と開戦前まで9％台を維持し，
ドイツは1930年代を通して国際貿易上の地位をかろ
うじて堅持した。Ibid., pp.198－200（邦訳，252～253
頁）参照。

50）Ibid., pp.202－203（邦訳，255～256頁）参照。
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げによって世界経済への再編入を選ばないで為
替管理という手段による経済的孤立化の道を敢
えて選んだ理由ともいえるが，自由経済体制下
で恒常的に生じ得る失業やインフレなどの伝染
という危険性を貿易の国家統制によってドイツ
は回避することができた点，などである。
しかし，ナチスの通商政策を評価するとき，

差別的独占という手段の利用についてかなり手
厳しい批判が注がれていた。これまで我々は交
易条件の悪化というドイツ自らの犠牲のもとで
統制的な双務貿易が展開されてきたことをみて
きた。では，差別的独占の行使によって享受し
たドイツの利益はドイツ以外の国（例えば英
国，フランスや米国，あるいはバルカン諸国や
南米諸国など）の犠牲によってもたらされたも
のであろうか。余剰生産物の購入先であるバル
カン諸国や南米諸国の立場に立ってみた場合，
たとえドイツが清算債務累積で獲得した交渉上
の有利さを利用したとしてもドイツからの購入
がなかった場合と比較してみると，少なからず
の貿易利益を享受していたことは疑う余地はな
いと思われる。51）

他方，外貨不足と国家統制のためにナチスが
差別的手段を利用せざるを得なかった事情も理
解できるが，差別的独占という場合の差別の貿
易上の位置づけがむずかしい。アーントがいう
ように，差別は自由放任体制のもとで利用し得
るいかなる手段よりも危険な経済的ナショナリ
ズムと搾取の武器であったし，差別は本質的に
多様な価格体系の一つにすぎなかったかも知れ
ないが，経済ナショナリズムといっても純粋に
経済的ではあり得なかったし政

�

治
�

的
�

結
�

び
�

付
�

き
�

が
非常に強かったことも事実である。52）ナチス政

府による為替管理や貿易統制は，自由放任とい
う従来の規範に対する信頼の喪失であり国家介
入の必要性を認識させた結果ともいえる。
こうして1930年代の多角主義の崩壊は，双

務主義と保護主義を掲げて帝国内貿易を推進
し，自国の利益と勢力範囲の拡大を優先したナ
ショナリズム下の通商政策の結末であろう。し
かし自由放任を放棄し多角主義の崩壊へ導いた
ドイツの貿易政策は，果たして世界貿易の縮小
という犠牲の代償に見合った政策であったかど
うかは判断しかねる。

4．結びに代えて

本稿の目的は，シャハトの政策理念を探るこ
と，そしてナチスの世界観を通して1930年代
におけるドイツの通商政策を振り返ることに
よって，その特徴とねらいを再考することに
あった。当時のナチスの経済政策の究極的目標
が本当のところ何であったかは不明で今日に
至っては知る由もないが，最後に通商政策に関
わるナチスの世界観から少なくとも3つの点を
指摘しておきたい。
第一は，ナチスの世界観と国家統制について

である。ナチスの世界観の主幹をなしているの
は有機的経済の概念である。ヒトラーの演説の
中で述べていたように，経済は国家に従属すべ
きもので国民協同体内における奉仕的分子とし
て結合されるべきもの，したがって有

�

機
�

的
�

経
�

済
�

の
�

目
�

的
�

は
�

経
�

済
�

を
�

国
�

家
�

の
�

中
�

に
�

解
�

消
�

さ
�

せ
�

る
�

こ
�

と
�

で
あった。その目的を達成するために国民を指導
してゆくのが国家政治である。為替管理をはじ
め貿易政策におけるナチス政府による国家統制
は，このような有機的経済なる観念に基づかれ
たものであり，これは1934年9月に採用され
たシャハトの新計画によって完成された。
第二は，ナチス政府による輸入優先型の貿易

政策である。本稿の考察を通じて，この政策の

51）この点についてアーントは，少なくとも「ドイツ
が（差別的独占という）無法な手段を用いることに
よって上げた利益の多くは，ほかに買い手を見出し
得ない余剰生産物を購入しようというドイツの申し
出に，ドイツ以外の大部分の競争相手国（例えば英
国，フランス，米国，ロシアなど）が抗することが
できなかったことによる」（括弧内は筆者，Ibid., p.
204（邦訳，257頁））としている。 52）Ibid., p.206（邦訳，259～260頁）。

［愛媛経済論集 第34巻，第3号，2015］

―24―



真のねらいが，戦時用備蓄のために必要な軍需
物資の輸入であり戦時に備えた従属地域の確保
にあったということがあらためて確認できた。
すなわちヒ

�

ト
�

ラ
�

ー
�

の
�

戦
�

争
�

政
�

策
�

である。53）ヒトラ
ーのこの軍

�

備
�

及
�

び
�

戦
�

争
�

の
�

意
�

図
�

がナチスの経済政
策そして通商政策を通じて着々と実行に向けて
進められていたことが事実であるとすれば，フ
ランスや英国などの列強によるドイツの対外貿
易政策に対する批判からは免れることはできな
いし，シャハトにはもはや弁明の余地は残され
ていない。54）彼がナチスドイツの軍事力強化に
貢献した張本人ということになるからである。
第三は，経済的アウタルキー政策である。こ

れもナチスの世界観に由来するものであり，本
稿を通じて不十分ながらもナチスの世界観を垣
間みることができた。すなわち，個人主義のリ
ベラリズムと集団主義のマルキシズムの世界と
対立するナチスの世界観は，血と種族への帰還
であり，ナチスのいう民族の本質とは血と土地
であった。ローゼンベルクによると，「血は貨
幣以上のものであり，土塊は株券以上であり，
名誉は高配当以上に高価であり，そして国民は
一切の業務の総額よりも高位に存するものであ
る。しかるに農民は単なる身分でも生産要素で
もなく，国家建設の礎石であり国民力の根源で
あった」。55）こうしてナチスの世界観によれば，
国家権力は国民の自給自足の経済力に強く依存
するために農業を保護する必要があったのであ
る。したがって農産物の自給政策とは，農民層
を手厚く保護し農業保護政策によって農産物の
生産を促進させることであり，農民層のみなら

ずドイツ国民全体をも利するという考えに基づ
くものであった。しかし，経済的アウタルキー
を確立するには食糧確保の担保のために広大な
土地が必要となる。第一次世界大戦後当時委任
統治下にあった旧植民地を除けば，唯一植民地
を有していなかったナチスによる領土拡大策は
アウタルキー指向的体質という，いわばナチス
の世界観に依拠したものであった。また，ナチ
スの世界観の基礎となる国民社会主義思想は実
はロマン主義的国民経済学と合致したものであ
り，しかもシャハトの意に反して第二次4カ年
計画で本格化したナチスのアウタルキー思想
は，ロマン派に影響を受けたリストのアウタル
キー思想に基づくものであった。シャハトは，
アウタルキーに向かって進まざるを得なかった
当時のドイツ経済の現状を弁明しているが，筆
者は，リストのアウタルキー思想の影響に加え
て，第一次世界大戦の敗北という苦い経験と教
訓が自給自足体制づくりに向かわせしめ，戦間
期の一つの構造的体質として継承されてきたと
みている。
当時のナチス政府にとってシャハトの存在は

大きく，シャハトをみればドイツ国民気質が分
かるほど彼の几帳面さと勤勉さはドイツ人その
ものである。しかし彼の真面目で品行方正な性
格は，のちにヒトラーとの関係がうまくいかな
くなった原因でもあった。ヒトラーは，シャハ
トのその生真面目さが疎ましくなり彼を遠ざけ
るようになり，第二次4カ年計画では彼は経済
政策担当から外された。56）ヒトラー政権下で経
済相として政策手腕を振るってきた天才シャハ
トがその後大臣職を去ったあと，偶然なのかそ
れとも必然なのか，ドイツ経済は暗転しナチス
ドイツの運命は大きく変わることとなった。ド
イツ経済は政府と産業界（なかでも鉄鋼業界）
との間で歯車が嚙み合わなくなり，一方シャハ

53）フィッシャーによると，ヒトラーの戦争政策は，
「『我が闘争』で好んで用いられた「氷のように冷静
な熟慮」と「獣のような残忍な意思」の二つの用語
がつくり出したものである」（W.フィッシャー著／
加藤栄一訳（1982年），前掲，88頁）と指摘してい
る。

54）ナチスの経済政策は，第一期は雇用創出策，第二
期は再軍備に捧げられた2つの時期に分割されると
いわれている。同上，88頁。ナチスの経済政策につ
いては，同上，86～96頁を参照されたい。

55）東亞經濟調査局編（1935年），前掲，20～21頁参照。

56）シャハトの辞任申し出から罷免に至るまでの経緯
については，武田知弘著『ヒトラーの経済政策：世
界恐慌からの奇跡的な復興』（祥伝社新書151），2009
年，198～203頁を参照されたい。
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トの思いとは裏腹にアウタルキーと軍備拡充を
目標として謳われた第二次4カ年計画によって
ドイツは準

�

戦
�

時
�

体
�

制
�

に入り，標榜どおり国
�

防
�

と
自
�

給
�

自
�

足
�

経
�

済
�

を突き進むことになり，それは外
国貿易部門にも大きく影響した。結果的に，自
給自足体制づくりに頓挫したナチスドイツは領
土拡大に乗り出すことになったことは歴史の教
えるところである。57）

（2015年3月1日脱稿）
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